
     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

・県補助金削減による事業費の減
・国の森林境界明確化事業の活用を図ることとし、市単独では実施しない

財務部査定
の考え方

地籍調査事業
　測量等委託料（６地区を実施）
　電算委託料

市単独実施による増

・国、県の補助金の減少により、目標値を下回っている。
・森林所有者の高齢化などにより、地域の境界確定に重要な精通者が
年々減少しており、早期事業着手が望まれる。

事業実施
の課題

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

事業名
21700

地籍調査事業費 担当課 農政部　林務課
内線 評価項目 評価基準 評価 評価内容の説明など 事業費

（人件費除く）
Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ａ
・地籍調査事業は、総合計画及び市長公約に
位置付けられており、引き続き事業を推進する
必要がある。

歳出　（千円） 28,390 55,681 27,291

財

源

内

訳

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2236

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ａ　（2） 結びつく

23,384 23,384

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策 1 計画的な土地利用をめざして Ｂ　（1） 一部結びつく

款 2 総務費 分野 1 土地利用 Ｃ　（0） 結びつかない

②

国庫支出金

住みよい生活環境の実現と市域全体の秩序ある発展を図る 県支出金

ある程度のニーズがある 起債

18,750 13,125項 1 総務管理費 基本施策 1

Ｂ　（1）

事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） 非常に多い、急増している

Ａ
・森林所有者の高齢化や山離れなどにより、境
界が不明確な森林が増加傾向にあり、森林所
有者からのニーズは高い。

△ 5,625 15,750 15,750

目 17 地籍調査費 施策 1 総合的な土地利用

実施計画事業 地籍調査実施事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

市長の約束 3
 産業の柱としての農業・林業・畜産業を確立します
 ◎林業から新たな森林産業への転換を進めます
　 ・地籍調査事業を積極的に実施します

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ

32,916

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ａ

・補助金（国費・県費）の減少により、計画数量
を下回っている。

十分に達成している 　（100％以上）

7,634
・境界の明確化により、森林整備の促進や、境
界紛争の防止、公共事業の迅速化などが図れ
る。

一般財源 9,640 42,556 7,634

目

的

誰を（対象） 地籍調査実施地域の森林所有者 受益者数

Ａ

2,846 林家

Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）

・一筆ごとの土地について、その所有者、地番、地目の調査並びに境界及び地籍に関す
る測量を行い、その成果を地図（地籍図）及び簿冊（地籍簿）にまとめる。 ⑤

成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

Ａ　（2）

対応していない

・対象地を計画的に調査しており、直接地籍の
確定に繫がっている。

Ｃ　（0）

・補助金の減少が実施面積の減少に繋がって
いるため、要望活動を中心に事業量の確保に
努めている。

Ｂ

Ｂ　（1） 概ね有効である

見直しが必要である

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない 　　（75％未満）

Ｃ

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・調査の成果（地籍図、地籍簿）を法務局に送付し、登記簿の修正と不動産登記法第１４
条の地図整備を行うことで、森林整備を円滑に行うと共に境界紛争を防止する。 ⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2） 課題はない・解消されている

Ｃ　（0）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

要求額
増減理由

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・特になし

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている

Ａ ・国、県の財源を活用し、市の負担軽減を図って
いる。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

・事業は複数年に渡るため、単年度では実施す
る工程によりばらつきがある。

概ね適正である

適正である

Ａ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

① 地籍調査事業　実施面積 ㎢
目標値 9 6

実績値 5 4 2 - 成

果

対

コ

ス

ト

適正である

H22 H23見込

Ｂ ・地籍調査事業は、基本的に地方公共団体が
行う事業である。

6 6 Ｃ　（0） 改善が必要である

34 - Ｂ　（2） 概ね適正である算出根拠等 実施面積 達成率(%) 54 64

指標名 単位 目標・実績 H21

②
目標値 100点換算 7520.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 -

合計 15.0

算出根拠等 達成率(%)

H22

②

算出根拠等 第6次十箇年計画実施面積

H23見込

① 地籍調査事業　実施面積 ㎢
目標値

- ４　今後の方向性（Action１）

縮小 廃止の検討

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21

6

○ 維持・改善 拡大H24計画

9 6

実績値 5 4 2 -

-達成率(%) 54

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

64 34

次年度の
実施方針

（担当課評価）

Ｈ24
実施計画額

・森林部を主体として、事業の進捗を図る。

完了

6

維持・改善-算出根拠等 達成率(%)

-

目標値

総合評価
（二次評価）

○

実績値

0

8,823 13,690

拡大 縮小 廃止の検討 完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

48,750

・地籍調査事業は、国・県の財源を活用して実施しているが、県の財源不足によりその進捗が低迷していること
から、県に対して必要な財源の確保に努めるよう求める必要がある。
・他の事業での対応も図りながら、森林境界の明確化に努める必要がある。

歳出　（千円） （Ａ） 66,512

26,250 14,700 13,125

28,390 55,68135,073

林家１件当たり（円）

H24計画

（Ａ/Ｂ） 23,370

その他特定財源（国・県支出金・起債等）

コ

ス

ト

指

標

一般財源 17,762

①

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等） 0 0 0

H23見込

19,565

42,556

議会からの
提言等

12,324

8,492 13,023

算出根拠等 事業費/実施面積

受益者 林家 （Ｂ）

指標名 H21 H22

9,975

2,846

② 地籍調査事業　１㎢当たり（千円） 14,365

2,846 2,846 2,846



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・実績をふまえ積算内容を精査
・ペレット燃料の補助限度額の変更は行わない

財務部査定
の考え方

ペレットストーブ・薪ストーブの本体購入助成
ペレットボイラーの本体購入助成
ペレット燃料の購入経費助成

　ペレットストーブ等の導入補助金については概ね周知されてきている
が、ペレットボイラーの利用について、市民の認識度がまだ不足している
ことから、更なるPR活動の強化が必要。

補助限度額の増

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

評価項目 評価基準 評価
事業名

21810
木質バイオマス活用促進事業費 担当課 農政部　林務課

内線

枝番 2234

評価内容の説明など 事業費
（人件費除く）

結びつく

Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ａ
・森林資源を有効活用した、木質バイオマスの
普及は、環境改善につながる取り組みとして政
策的重要性は高い。

歳出　（千円） 20,000

財務部
査定額

市長
査定額

9,000 0

事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ａ　（2）

14,000 14,000

Ｃ　（0） 結びつかない

24,100 4,100

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策 3 「すみよさ」のあるまちをめざして Ｂ　（1） 一部結びつく

款 2 総務飛 分野 6 環境・衛生

項 1 総務管理費 基本施策 1 快適に暮らせる環境を整備する

②

必

要

性

①

・市民の環境意識の高揚と地球温暖化対策に
結びつくことから、市民のニーズは高い。

県支出金

ある程度のニーズがある 起債

財

源

内

訳

国庫支出金

地球環境への負担の低減 Ｂ　（1）

事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） 非常に多い、急増している

Ａ

△ 9,000

目 18 環境政策費 施策 2

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

実施計画事業 木質バイオマス活用促進事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

24,100 13,100

市長の約束 8

豊かな自然環境を守り、環境モデル都市を創ります
◎環境保全に取り組みます。
　・地球温暖化の対策、生物多様性の保全活用など、環境保全は今を生きている全ての人々
が取り　組まなければならない重要な問題であるため、バイオマスの利活用や間伐材・林地残
材製品の開発など、環境改善につながる取り組みを支援します。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

14,000 14,000

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ Ｂ
・低炭素型社会の構築など環境対策として、市
民の日常生活に関連するため、事業効果は概
ね市民全体に及ぶ。

一般財源 11,000

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ａ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

Ｃ
・ペレット燃料の購入補助について、21年度は
導入初であったため、実績は下回っているが、
22年度以降は上昇傾向にある。

・ストーブ等の導入に補助しており、直接木質バ
イオマスの活用に繫がっている。

目

的

誰を（対象） 市民 受益者数

Ａ

34,198 世帯

Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）

・木質バイオマスの普及により、積極的に支援することによって、市民の環境意識の高揚
を図り、日本一の森林都市　飛騨高山にふさわしい低炭素型社会を構築する。 ⑤

成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ｃ　（0）

Ｂ　（1） 概ね有効である

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・ペレットストーブ、薪ストーブ、ペレット燃料等の購入経費に助成する。 ⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

課題はない・解消されている

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・特になし

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている

Ａ ・課題はない。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

要求額
増減理由

・木質ペレットの原料となる間伐材が安定供給
できるよう、搬出経費に対する補助事業の推進
を図っている。

・補助額は上限を定めて交付しており、受益者１
人当たりのコストは適正である。

概ね適正である

適正である

Ａ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

① ペレットストーブ等導入台数 台
目標値 50 135

実績値 108 97 130 - 成

果

対

コ

ス

ト
H21 H22 H23見込

適正である

Ｂ ・申請件数が多いため、事務の効率化を図る必
要がある。

165 165 Ｃ　（0） 改善が必要である

- Ｂ　（2） 概ね適正である算出根拠等 予算額・決算額 達成率(%) 216 72 79

指標名 単位 目標・実績

②
目標値 100点換算 7520.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 -

合計 15.0

H23見込 H24計画

算出根拠等 達成率(%)

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

廃止の検討 完了

① ペレット燃料購入件数 件
目標値 200

次年度の
実施方針

（担当課評価）

○

160

・木質ペレットの安定供給と価格の低減のため、間伐材利用促進事業や未利用資源活用促進事業などにより
林地残材の搬出利用を促進。

実績値 41 77 130 -

-

縮小

達成率(%) 21 73 81

105 160

事業実施
の課題

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

算出根拠等 予算額・決算額

②
実績値 -

算出根拠等 達成率(%) -

目標値

総合評価
（二次評価）

○ 維持・改善

11,000

拡大 縮小 廃止の検討 完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

Ｈ24
実施計画額

・平成22年度事業評価において、更なる制度周知を図り、木質バイオマスの活用を推進するとともに、市民の
環境意識の高揚と地球温暖化対策に結び付けていく必要があるとの指摘を行っており、CO2の削減量を把握
しながら、引き続きこうした取組みを行う必要がある。
・将来的な燃料の需給バランスなども考えて進めていく必要がある。
・実績を考慮し、予算の縮小を検討する必要がある。

歳出　（千円） （Ａ） 11,020 10,068 20,000 24,100

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等） 0 0 0 0

その他特定財源（国・県支出金・起債等） 9,000

一般財源 2,020 24,100

議会からの
提言等

296

9,000 9,000 0

1,068

153,846 146,060

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込 H24計画

①
受益者１件当たり（円） （Ａ/Ｂ） 324 585 705

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

算出根拠等 導入補助金/ペレットストーブ等導入者

受益者 高山市の全世帯 （Ｂ） 34,058 34,170

② 導入者1世帯当たり（円） 102,037 103,793

34,021 34,198



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・積算内容を精査
・匠の家づくり支援事業補助金は、地域産材を利用した地域外での建築
に対する助成制度を追加

財務部査定
の考え方

・地域材を使用した木造住宅建設に対する助成
・産直住宅建築への助成
・環境共生型モデル住宅の普及啓発活動支援補助金

・補助要件の見直しによる増
・事業のPRに伴う経費の増

・市民等へ事業のPRが不充分
・市産材の利用拡大を促進する必要がある。

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

評価項目 評価基準 評価
事業名

21815
環境共生型住宅建設促進事業費 担当課 農政部　林務課

内線 評価内容の説明など 事業費
（人件費除く）

Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ａ

・林業振興及び地域材利用促進は計画・公約に
謳われており、地域材利用促進による森林整備
推進及び住宅関連産業を軸とした地場産業の
活性化のためにも、必要性は高い。

歳出　（千円） 21,120 25,040 3,920

財

源

内

訳

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2236

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ａ　（2） 結びつく

24,690 24,690

予
算

会計 1 一般予算

総
合
計
画

政策

款 2 総務費 分野 3 林業

・環境問題への関心の高まりもあり、地域材を
使った家造りへの市民ニーズは高い。また、林
業・木材産業サイドからも同制度の継続実施の
意見が挙がっている。

県支出金

起債

4 にぎわいのあるまちをめざして Ｂ　（1） 一部結びつく

項 1 総務管理費 基本施策 1

Ｃ　（0） 結びつかない 国庫支出金

非常に多い、急増している

Ａある程度のニーズがある

710 420

持続的な生産基盤の整備 Ｂ　（1）

林業の振興と森林の持つ他面的な機能を維持する

②
事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） △ 290 420 420

目 18 環境政策費 施策 1

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

実施計画事業 匠の家づくり支援事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

24,620 4,210

市長の約束 3

産業の柱としての農業・林業・畜産業を確立します。
◎林業から新たな森林産業への転換を進めます。
　・高山市の約９２％を占めるも木材資源とこれまで培われてきた林業技術を活用し、地元産
出の木材の販路拡大を図るために、間伐材、林地残材などの製品化や燃料化に対する助成
制度の新設や、地元木材利用の促進制度の充実を実施します。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

24,270 24,270

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ Ｂ
・補助金を受け取る建築主だけでなく、住宅関
連産業、木材産業、林業に効果は波及し、市の
広範囲にわたる経済活性化につながっている。

一般財源 20,410

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ｂ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

Ａ ・建築棟数はほぼ100％に達しており、地域材使
用量は120％を超えている。

・地域材の使用量に応じて補助しているため、
直接地域材の利用拡大が図られる。

目

的

誰を（対象） 市民 受益者数

Ａ

93,312 人
Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）
・地域材を使用した住宅建築を促進し、地域材の利用拡大を図る。

⑤
成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ｃ　（0）

Ｂ　（1） 概ね有効である

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・地域材の使用量に応じ、１㎥あたり２０，０００円補助する。
・産直住宅建設促進事業者の活動に対し補助する。
・県産直住宅組合への負担金。

⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

課題はない・解消されている

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・市産材を1㎥以上使用する条件を新規に設定した。
・提出資料の必要性を精査し、事業実施に必要な最小限のものとした。

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている

Ａ

・地域材（県産材含む）を補助対象にしている
が、市産材の流通を促進したうえで、市産材に
補助対象を絞ることを検討する。
・申請件数が増加しており、担当職員の負担が
大きいため、事務の効率化に引き続き取り組む
必要がある。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

要求額
増減理由

・地域材の中に市産材が含まれない住宅があ
り、市産材利用から地域林業への波及効果を
期待する面では、市産材に焦点を絞った補助制
度に見直す必要がある。

・地域材の利用が図られ、地域の森林整備が進
むことで、森林の公益的機能が発揮されるた
め、コストは適正である。

概ね適正である

適正である

Ａ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

① 建築棟数 棟
目標値 40 65

実績値 38 63 70 - 成

果

対

コ

ス

ト
H21 H22 H23見込

適正である

Ｂ
・地域材、特に市産材の使用を促進する効果が
上がりつつあり、経過を確認しながら、市産材に
絞った補助制度の見直しを検討する。

70 70 Ｃ　（0） 改善が必要である

- Ｂ　（2） 概ね適正である算出根拠等 達成率(%) 95 97 100

指標名 単位 目標・実績

②
目標値 100点換算 8020.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 -

合計 16.0

H23見込 H24計画

算出根拠等 達成率(%)

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

廃止の検討 完了

① 地域材使用量（製品材積） ％
目標値 925

次年度の
実施方針

（担当課評価）

○

1,000

・地域材における市産材の割合を増加させる。
・事務の効率化に引き続き取り組む。

実績値 636 1,215 1,000 -

-

縮小

達成率(%) 69 122 100

1,000 1,000

事業実施
の課題

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

算出根拠等 市民アンケート

②
実績値 -

算出根拠等 達成率(%) -

目標値

総合評価
（二次評価）

○ 維持・改善

20,410

拡大 縮小 廃止の検討 完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

Ｈ24
実施計画額

・平成22年度事業評価において、市産材の利用促進につながるような制度の見直しについて検討するよう指
摘したところであるが、今年度補助制度を見直し、市産材を一定以上利用する要件を追加することでその対応
が図られている。補助制度の改正に伴いどの程度市産材の利用拡大が図られているか検証するとともに、市
外においても市産材が活用される施策についても検討する必要がある。

歳出　（千円） （Ａ） 12,182 24,212 21,120 25,040

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等）

その他特定財源（国・県支出金・起債等） 140

一般財源 12,042 24,620

議会からの
提言等

258

455 710 420

23,757

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込 H24計画

①
受益者１件当たり（円） （Ａ/Ｂ） 129 226 269

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

算出根拠等

受益者 高山市の人口（4/1現在） （Ｂ） 94,235 93,200

②

93,822 93,312
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6,022 18,070

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

受益者 森林所有者

・積算内容を精査し前年並み事業費とする

財務部査定
の考え方

算出根拠等

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込

4,608

②

①
受益者１人当たり（円） （Ａ/Ｂ） 4,977

83,267

（Ｂ） 4,608 4,608 4,608 議会からの
提言等

4,814

0 0 0

22,181

H24計画

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等） 0 0 0 0

その他特定財源（国・県支出金・起債等） 0

一般財源 22,935

歳出　（千円） （Ａ） 22,935 22,181 27,750 83,267

完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

Ｈ24
実施計画額

（担当課評価に同じ）

拡大 縮小 廃止の検討-

目標値

総合評価
（二次評価）

○ 維持・改善

27,750

算出根拠等 達成率(%)

実績値 -

事業実施
の課題

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

115 140

②

算出根拠等 達成率(%) 123

11,400 10,000 10,000

・林道の適正な管理のため、修繕を継続して行う。

実績値 12,868 13,078 14,000 -

-

縮小 廃止の検討 完了

① 間伐材利用に係る集運材積量 ㎥
目標値 10,500

次年度の
実施方針

（担当課評価）

○ 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

算出根拠等 達成率(%)

100
実績値 -

合計 15.0 100点換算 7520.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

②
目標値

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込

算出根拠等 実施箇所 達成率(%) 77 68 123 ・管理主体である高山市が事業を実施する。

60 60 Ｃ　（0） 改善が必要である

要求額
増減理由

Ｂ　（2） 概ね適正である Ｂ

41 74 成

果

対

コ

ス

ト

適正である

Ｂ　（1）

① 林道維持管理 箇所
目標値 60 60

実績値 46

適正である

Ｂ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込

Ａ ・公共工事等コスト縮減対策に関する行動計画
に基づき適正に管理されている。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

Ａ　（2） 課題はない・解消されている

概ね適正である

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・特になし

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧

課題はない・解消されている

Ａ　（2）

・維持、修繕箇所は多数存在するが、緊急性や
必要性を考慮し、早期に対応するよう取り組ん
でいる。

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

・被災状況により、多様な工種を採用するため、
増減がみられるが概ね適正である。

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・管理主体である高山市が実施する。 ⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

受益者1件当たりのコス
ト

H24計画

Ｃ　（0）

十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

・被災地の復旧工事を実施するものであり、直
接林道の維持管理に繫がっている。Ｂ　（1） 概ね有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）

・林道の計画的な維持・修繕を図る。

⑤
成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

目

的

誰を（対象） 森林所有者（市内全域） 受益者数

Ａ

4,608 林家

Ｃ　（0）

Ａ　（2）

Ｂ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

有効である

Ａ

　　（75％未満）

Ａ　（2）

27,750 27,750

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ

林道維持管理費
　　林道施設修繕料
　　林道不法投棄処理手数料
　　林道維持管理委託料

・市内275路線を計画的に維持、修繕している。

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ｂ
・事業の性質上は森林所有者に限定されるが、
通行の確保により適正な森林整備が図られ、安
心安全な基盤づくりに繋がる。

一般財源 27,750 83,267 55,517

市長の約束 3

産業の柱としての農業・林業・畜産業を確立します
◎林業から新たな森林産業への転換を進めます
　・特用林産物の振興、森林技術者の確保・育成など、総合的な林業振興策に積極的に取り
組みます。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

実施計画事業 林道施設維持修繕・改修事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

目 1 林業総務費 施策 3 林業関連施設の整備 Ｂ　（1）

事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） 非常に多い、急増している

Ａ ・例年、各地域から町内要望があり、ある程度
ニーズがある。

県支出金

ある程度のニーズがある 起債

項 3 林業費 基本施策 1 林業の振興と森林のもつ多面的な機能を維持する

②

Ｂ　（1） 一部結びつく

款 5 農林水産業費 分野 3 林業 Ｃ　（0） 結びつかない

27,750 27,750

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策 4 にぎわいのあるまちをめざして

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2235

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ａ　（2） 結びつく

Ｈ２４
要求額

増減

Ａ
・林道維持管理事業は、総合計画及び市長公
約に位置付けられており、計画的な維持、修繕
を図る必要がある。

歳出　（千円） 27,750 83,267 55,517

財

源

内

訳

国庫支出金

評価項目 評価基準 評価 評価内容の説明など 事業費
（人件費除く）

Ｈ２３
当初

修繕費の増

・林道技術に精通した職員が減少しており、職員による管理・計画・工事
発注などの業務が困難となっている。

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

事業名
53100

林道維持管理費 担当課 農政部　林務課
内線
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・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

・積算内容を精査

財務部査定
の考え方

・林業関係事業を推進するための事務経費
・林業振興関係団体の負担金

県山林協会負担金の減

・自治体の財政状況の厳しい中、負担金額の見直しが必要
事業実施
の課題

算出根拠等

33 30

（Ｂ） 94,235 93,822 93,312 93,200

②

受益者 高山市の人口（4/1現在）

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込 H24計画

①
受益者１件当たり（円） （Ａ/Ｂ） 27

1,996

議会からの
提言等

32

844 844 844

2,162

受益者負担（使用料・負担金等）

857

一般財源 1,715

（Ａ） 2,572

完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

財

源

内

訳

（担当課評価に同じ）

その他特定財源（国・県支出金・起債等）

縮小

2,840

廃止の検討

歳出　（千円）

拡大

目標値

総合評価
（二次評価）

○ 維持・改善

2,221

Ｈ24
実施計画額

実績値

算出根拠等 達成率(%)

3,006 3,065

-

-

H24計画

74 88

次年度の
実施方針

（担当課評価）

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込

・推進事務の効率化とコスト縮減
・関係団他へ負担金額の見直しの提言

実績値 1,550 1,471 1,750 -

-達成率(%) 78

完了

① 民有林内の間伐実施面積 ha
目標値 2,000 2,000 2,000 2,000

○ 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

縮小 廃止の検討

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22

②

算出根拠等 分収林管理面積/施業面積累計

H23見込 H24計画

算出根拠等 達成率(%)

100
実績値 -

合計 9.0 100点換算 5018.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

②
目標値

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込

算出根拠等 年間施業面積 達成率(%) 100 80 100
・間伐面積は減少したが、間伐材利用料は拡大
していることから、コストに見合った成果が上
がっている。

5 5 Ｃ　（0） 改善が必要である

要求額
増減理由

- Ｂ　（2） 概ね適正である Ｂ

4 5 - 成

果

対

コ

ス

ト

適正である

H24計画 Ｂ　（1）

① 森林整備推進のための啓発活動 回
目標値 5 5

実績値 5

適正である

Ｂ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込

課題はない・解消されている

Ｂ ・事務の効率化を進め、最小経費で賄えるよう、
コスト縮減に取り組んでいる。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

Ａ　（2） 課題はない・解消されている

・全市民が、森林の公益的機能の効果を受けて
いるという観点から、概ね適正である。

概ね適正である

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・特になし

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

・各自治体の財政状況の厳しい中、林業関係団
体への負担金の見直しが必要。Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・林業関係事業を円滑に推進するうえでの事務経費
　　職員の旅費、事務及び現場用消耗品
　　公用車の燃料、リース料
　　市が参画している林業関係団体の負担金

⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

・間伐等の森林整備を推進していくことが重要
であることから、今後も継続的に啓発活動を実
施する必要がある。

Ｂ　（1） 概ね有効である

Ｃ　（0）

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ｂ ・林業関係施策は、計画どおり実施されている。１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）
・林業関係事業を推進するための事務費

⑤
成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

目

的

誰を（対象） 市民、市内森林所有者及び林業関係団体 受益者数

Ｂ

93,312 人
Ｃ　（0）

Ａ　（2）

Ｃ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

有効である

2,144 2,144

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ａ

・市が積極的に推進している間伐などの森林整
備や地域材の利用拡大等は、山地災害防止や
環境対策など市民の日常生活に密接に関連す
るため、事業効果は市民全体に及ぶ。

一般財源 2,149 1,996 △ 153

市長の約束 ③
事業効果が市民全体に
及ぶか

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

実施計画事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

△ 72 641 641

目 1 林業総務費 施策 Ｂ　（1）

事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） 非常に多い、急増している

Ｂ

・森林を適正に管理することは、地球温暖化の
防止、山地災害の防止、生活環境の保全など、
市民の日常生活に密接に関連する森林の公益
的機能の維持増進に繋がるため、市民からの
ニーズは多い。

県支出金

ある程度のニーズがある 起債

項 3 林業費 基本施策

②

Ｃ　（0） 結びつかない

財

源

内

訳

国庫支出金

916 844

Ｂ　（1） 一部結びつく

款 5 農林水産業費 分野

2,840 △ 225 2,785 2,785

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2236

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ａ　（2） 結びつく

評価 評価内容の説明など 事業費
（人件費除く）

Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減
評

価

対

象

外

・組織内部の事務経費であり、評価対象外であ
る。

歳出　（千円） 3,065

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

事業名
53110

林業関係事務費 担当課 農政部　林務課
内線 評価項目 評価基準



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

・積算内容を精査
・千代田区との連携による森林づくり（カーボン・オフセット）事業に係る費
用を森林づくり交流推進事業費（総務費）へ移行

財務部査定
の考え方

・利用間伐、作業道開設の工事費
・市有林保育事業（下刈り等）の工事費
・GPS測量システムの導入経費

間伐等森林施業の減

・人工林が成熟期に達し、今後の施業は利用間伐・作業路整備に移行す
るため、更に高度な専門的知識（作業道の開設、利用間伐の設計積算、
木材販売など）が必要となる。
・市有林の間伐等施業を計画的・効率的に実施するため、市有林を良く知
る精通者が健在であるうちに市有林境界・施業界をデジタルデータベー
ス化することが必要である。

事業実施
の課題

算出根拠等

1,793 947

（Ｂ） 94,235 93,822 93,312 93,200

②

受益者 高山市の人口（4/1現在）

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込 H24計画

①
受益者１件当たり（円） （Ａ/Ｂ） 637

8,830

議会からの
提言等

400

30,245 144,670 79,413

7,260

受益者負担（使用料・負担金等）

37,979

一般財源 22,053

（Ａ） 60,032

完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

財

源

内

訳

・専門的な知識を有する事業者等に経営信託することも視野に入れながら、市有林の適正な管理方法につい
て検討する必要がある。

その他特定財源（国・県支出金・起債等）

縮小

88,243

廃止の検討

歳出　（千円）

拡大

目標値

総合評価
（二次評価）

○ 維持・改善

22,598

Ｈ24
実施計画額

実績値

算出根拠等 達成率(%)

37,505 167,268

-

-

H24計画

95 106

次年度の
実施方針

（担当課評価）

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込

・林業と建設業との協働による事業を支援するため、引き続き市有林を研修フィールドとして提供する。（H22～
H24の3年間）

・市有林を林業事業体に経営信託する方式等の導入について検討するための調査を実施する。

・高度な林業知識、技術を要する人材対策として、県が技術指導をする「森林づくりプロジェクト」に参画する。

実績値 299 189 212

達成率(%) 150

完了

① 市有林間伐等施業実施面積 ha
目標値 200 200 200 200

○ 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

縮小 廃止の検討

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22

②

算出根拠等 年間施業面積

H23見込 H24計画

算出根拠等 達成率(%)

100
実績値 -

合計 15.0 100点換算 7520.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

②
目標値

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込

算出根拠等 年間施業面積 達成率(%) 150 95 106

・投入コストに見合った成果が出ている。
・高度な林業知識、技術を要する人材対策とし
て、高山市から林業事業体へ経営・管理を信託
する方式等を検討する必要がある。

200 200 Ｃ　（0） 改善が必要である

要求額
増減理由

Ｂ　（2） 概ね適正である Ｂ

189 212 成

果

対

コ

ス

ト

適正である

H24計画 Ｂ　（1）

① 市有林間伐等施業実施面積 ha
目標値 200 200

実績値 299

適正である

Ｂ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込

課題はない・解消されている

Ａ ・補助率の高い制度の活用により、市の直接負
担の軽減に努めている。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

Ａ　（2） 課題はない・解消されている

・全市民が、森林の公益的機能の効果を受けて
いるという観点から、概ね適正である。

概ね適正である

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・木材産業の活性化のため、利用間伐を積極的に推進する。
・高度な林業知識、技術を要する人材対策として、県が技術指導をする「森林づくりプロジェ
クト」に参画する。 コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

・専門的な知識を有する林業事業体に管理や
経営信託する方式等を検討するため、情報収
集を実施した。

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる
概

要

事業の
実施手法
（手段）

・市有林を適正に管理するため、森林施業計画に基づき、間伐や枝打ち等の施業を計画
的に実施する。
・市有林の管理・利用に不可欠な作業道開設、作業ポイントの設置等基盤整備を実施す
る。
・市有林を活用し、建設業者等の利用間伐に対する森林施業技術のレベルアップを図る。

⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

・施業が必要な森林を計画的に整備しており、
直接森林の適正な管理に繋がっている。Ｂ　（1） 概ね有効である

Ｃ　（0）

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ａ ・人工林の施業については、ほぼ計画どおり整
備を実施している。

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）

・市の基本財産の造成、地域林業の振興、国土の保全等を図ることを目的に、計画的な管
理・経営を推進する。 ⑤

成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

目

的

誰を（対象） 市、市民 受益者数

Ａ

93,312 人
Ｃ　（0）

Ａ　（2）

Ｂ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

有効である

5,398 5,398

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ａ
・森林の適正な管理が促進されることにより、森
林の持つ様々な機能が適正に発揮され、安全
で快適な生活環境を市民が享受できる。

一般財源 10,098 8,830 △ 1,268

2,060 14,560 14,560

市長の約束 3

産業の柱としての農業・林業・畜産業を確立します。
◎林業から新たな森林産業への転換を進めます。
　・特用林産の振興、森林技術者の確保・育成など総合的な林業振興策に積極的に取り組み
　 ます。
　・林業と建設業の協同事業実施を支援します。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

実施計画事業 公有林整備事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他 12,500 14,560

△ 4,817 60,722 60,722

目 2 林業振興費 施策 1 持続可能な生産基盤の整備 Ｂ　（1）

事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） 非常に多い、急増している

Ｂ
・森林の適正な管理のため、施業の実施に必要
な境界の明確化等に対する市民ニーズは高
い。

県支出金

ある程度のニーズがある 起債

項 3 林業費 基本施策 1 林業の振興と森林のもつ多面的な機能を維持する

②

Ｃ　（0） 結びつかない

財

源

内

訳

国庫支出金

69,670 64,853

4 「にぎわい」のあるまちをめざして Ｂ　（1） 一部結びつく

款 5 農林水産業費 分野 3 林業

88,243 △ 4,025 80,680 80,680

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2236

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ａ　（2） 結びつく

評価 評価内容の説明など 事業費
（人件費除く）

Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ａ

・市有林の適正な管理は安全な環境の確保だ
けでなく、木材生産や建設業者等の育成を通じ
て、市長公約の「産業としての林業の確立、林
業と建設業者との連携促進」に繋がり、政策的
重要性は高い。

歳出　（千円） 92,268

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

事業名
53201

市有林管理費 担当課 農政部　林務課
内線 評価項目 評価基準



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・要求どおり

財務部査定
の考え方

・緑資源幹線林道賦課金元利補給金（負担金）
　緑資源幹線林道（大規模林道）建設費の受益者負担金（市有林分）
・緑資源幹線林道賦課金元利補給金（補助金）
　緑資源幹線林道（大規模林道）建設費の受益者負担金の助成

償還元金の減

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

評価項目 評価基準 評価
事業名

53209 緑資源幹線林道賦課金
元利補給金

担当課 農政部　林務課
内線 評価内容の説明など 事業費

（人件費除く）
Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ｂ
・旧緑資源幹線林道（大規模林道）の建設に係
る受益者負担金の債務負担

歳出　（千円） 21,941 20,459 △ 1,482

財

源

内

訳

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2236

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ａ　（2） 結びつく

20,459 20,459

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策

款 5 農林水産業費 分野 3 林業

・森林所有者の団体である受益者組合から、毎
年確実な実施についての意見がある。

県支出金

起債

4 にぎわいのあるまちをめざして Ｂ　（1） 一部結びつく

項 3 林業費 基本施策 1

Ｃ　（0） 結びつかない 国庫支出金

非常に多い、急増している

Ｂある程度のニーズがある林業関連施設の整備 Ｂ　（1）

林業の振興と森林のもつ多面的な機能を維持する

②
事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2）

目 2 林業振興費 施策 3

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

実施計画事業 大規模林道整備事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

20,459 △ 1,482

市長の約束 3

産業の柱としての農業・林業・畜産業を確立します。
◎林業から新たな森林産業への転換を進めます。
　・特用林産物の振興、森林技術者の確保・育成など、総合的な林業振興策に積極的に
　　取り組みます。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

20,459 20,459

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ Ｂ

・事業の性質上は森林所有者に限定されるが、
幹線林道の延伸により適正な森林整備に繋が
る。
・地域の生活道路や観光など交流目的の道とし
て活用されており、効果は大きい。

一般財源 21,941

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ａ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

Ｂ ・十分に達成している。

・負担金を計画的に返済するものであり、事業
目的に直結している。

目

的

誰を（対象） 森林所有者（宮・高山、瓜田・中呂瀬、双六・瀬戸区間） 受益者数

Ａ

641 人

Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）

・旧緑資源幹線林道（大規模林道）の建設に係る受益者負担金を支払う。

⑤
成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ｃ　（0）

Ｂ　（1） 概ね有効である

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・高山市の受益者負担金の支出する。
・受益者組合への補助金を交付する。 ⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

課題はない・解消されている

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・特になし

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている 評

価

対

象

外

・受益者負担分については、建設時に市が負担
することを合意済み。返済計画により額が確定
しているため、評価対象外である。
・事業費の負担割合
　　国：75%　県：25%　受益者：5%

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

要求額
増減理由

・課題はないと考える。

・緑資源幹線林道事業に係る賦課金請求に基
づき、適正に支出している。

概ね適正である

適正である

Ａ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

① 緑資源幹線林道賦課金元利補給金 千円
目標値 24,582 23,270

実績値 24,582 23,270 21,941 - 成

果

対

コ

ス

ト
H21 H22 H23見込

適正である 評

価

対

象

外

・受益者負担分については、建設時に市が負担
することを合意済み。返済計画により額が確定
しているため、評価対象外である。
・事業費の負担割合
　　国：75%　県：25%　受益者：5%

21,941 20,459 Ｃ　（0） 改善が必要である

- Ｂ　（2） 概ね適正である算出根拠等 決算額/予算額 達成率(%) 100 100 100

指標名 単位 目標・実績

②
目標値 100点換算 7114.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 -

合計 10.0

H23見込 H24計画

算出根拠等 達成率(%)

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

廃止の検討 完了

① 緑資源幹線林道賦課金　償還額 千円
目標値 688,014

次年度の
実施方針

（担当課評価）

○

688,014

・引き続き、旧緑資源幹線林道（大規模林道）の建設に係る受益者負担金の支払いを実施する。

実績値 535,576 558,846 580,787 -

-

縮小

達成率(%) 78 81 84

688,014 688,014

事業実施
の課題

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

算出根拠等 償還済額/償還総額

②
実績値 -

算出根拠等 達成率(%) -

目標値

総合評価
（二次評価）

○ 維持・改善

21,941

拡大 縮小 廃止の検討 完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

Ｈ24
実施計画額

（担当課評価に同じ）

歳出　（千円） （Ａ） 24,582 23,270 21,941 20,459

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等） 0 0 0 0

その他特定財源（国・県支出金・起債等） 0

一般財源 24,582 20,459

議会からの
提言等

36,303

0 0 0

23,270

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込 H24計画

①
受益者１人当たり（円） （Ａ/Ｂ） 38,349 34,229 31,917

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

算出根拠等

受益者 森林所有者 （Ｂ） 641 641

②

641 641



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

・積算内容を精査し前年並み事業費とする

財務部査定
の考え方

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

評価項目 評価基準 評価 評価内容の説明など

60,269 5,269

事業名
53218

緑の保全事業補助金 担当課 農政部　林務課
内線

Ａ　（2） 結びつく

事業費
（人件費除く）

Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ａ
・「木質バイオマスや間伐材の利活用」は市長
公約に位置づけられ、林業の産業としての確立
のためにも政策的重要性は高い。

歳出　（千円） 55,000
4 「にぎわい」のあるまちをめざして

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2234

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ｃ　（0） 結びつかない

55,000 55,000

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策

0 0

Ｂ　（1） 一部結びつく

款 5 農林水産費 分野 3 林業 450

項 3 林業費 基本施策 1 林業の振興と森林のもつ多面的な機能を維持する。

②

財

源

内

訳

国庫支出金

・材価の低迷等により、林業の採算性は悪化し
ており、間伐等に対する森林所有者の負担軽
減に対する要望は強い。

県支出金

ある程度のニーズがある 起債

△ 50 450500 450

0 4,500

持続可能な生産基盤の整備 Ｂ　（1）

事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） 非常に多い、急増している

Ａ

5,086 4,439

4,500 0 0

目 2 林業振興費 施策 1

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

0

実施計画事業 民有林整備事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

50,880 1,466

△ 647 4,439 4,439

市長の約束 8

豊かな自然環境を守り、環境モデル都市を創ります
◎環境保全に取り組みます。
・地球温暖化の対策、生物多様性の保全活用など、環境保全は今を生きている全ての人々が
取り組まなければならない重要な問題であるため、バイオマスの利活用や間伐材・林地残材
製品の開発など、環境改善につながる取り組みを支援します。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

50,111 50,111

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ Ｂ
・森林整備による災害防止機能等の維持増進
に係る市民ニーズは高く、事業効果は概ね市民
全体に及ぶ。

一般財源 49,414

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ａ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

Ｂ
・間伐面積は若干減少しているものの、作業道
の開設や間伐材の搬出量が増えており、利用
間伐は進んでいる。

・森林所有者の負担軽減が図られ、間伐や間伐
材の搬出、作業道の整備等の促進に直結して
いる。

目

的

誰を（対象） 森林所有者・森林組合・林業事業体　等 受益者数

Ａ

2,594 人
Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）

・必要な森林施業を適切に実施することにより、森林を健全な状態に保ち、水源かん養機
能の向上や災害に強い森林づくりを促進する。 ⑤

成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ｃ　（0）

Ｂ　（1） 概ね有効である

・間伐、除伐等に対する助成
・作業道開設に対する助成
・間伐材搬出に対する助成

・間伐材搬出の増量及び補助単価の引き上げによる増額

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・間伐などの国・県で行っている造林補助事業に市で嵩上げ補助を実施する。
・国、県で補助対象とならない規模の小さい森林施業に対して市単独の補助を実施する。
・間伐材の搬出利用を促進するため、市場等までの運搬費に補助を実施する。

⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

課題はない・解消されている

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・小径木等の未利用資源の活用促進を図る。

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている

Ａ
・森林整備加速化基金等の活用により、市費を
必要としない事業の活用による森林整備を促進
している。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

要求額
増減理由

・林地残材を木質バイオマス資源として活用す
るため、未利用資源活用促進事業を新設した。

・間伐や作業道等の整備が促進され、これに
よって安全な生活環境が創出されており、その
実施面積に応じて補助金を交付しており、受益
者一人当たりのコストは適正である。

概ね適正である

適正である

Ａ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

① 間伐・除伐・枝打ち等（ha） ha
目標値 865 975

実績値 731 466 782 - 成

果

対

コ

ス

ト
H21 H22 H23見込

適正である

Ｂ
・小規模森林整備事業は特定日に検査を実施
するなどし、効率的な事務の執行に努めてい
る。

782 782 Ｃ　（0） 改善が必要である

- Ｂ　（2） 概ね適正である

24,667

算出根拠等 実績 達成率(%) 85 48 100

指標名 単位 目標・実績

② 作業道開設（ｍ） m
目標値 8,000 11,900 100点換算 8020.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 8,674 7,787 24,667 -

24,667 合計 16.0

H23見込 H24計画

算出根拠等 実績 達成率(%) 108 65 100

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22

② 民有林内の間伐実施面積

算出根拠等 実績

○ 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

縮小 廃止の検討 完了

①
間伐材利用促進事業　集運材積量
（H23見込：未利用資源活用促進事業
含む）

㎥
目標値 10,500 11,400 10,000 10,000

・国、県の造林補助金制度改正に合わせて、市造林補助金の見直しを実施（利用間伐の推進）する。

実績値 12,868 13,078 14,000 -

-達成率(%) 123

1,750

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込

-

2,0002,000 2,000

事業実施
の課題

H24計画

115 140

次年度の
実施方針

（担当課評価）

1,471

2,000

実績値 1,550

算出根拠等 第七次総合計画間伐実施面積 達成率(%) 78 74 維持・改善- 拡大

39,024 55,000

ha
目標値

総合評価
（二次評価）

○

50,049

Ｈ24
実施計画額

（担当課評価に同じ）0

その他特定財源（国・県支出金・起債等）

縮小

60,269

88 廃止の検討

歳出　（千円） （Ａ） 50,569

完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等） 0 0 0

4,891

一般財源 45,678

①
受益者1人あたり（円） （Ａ/Ｂ） 19,495

50,880

6,855 5,086 9,389

32,169

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込

議会からの
提言等

15,044

森林所有者・森林組合等 2,594

② 間伐面積1haあたり（千円） 32 31 32 32

受益者 （Ｂ）

・国・県の方針である「利用間伐、施業の集約化」の推進
・林地残材を自然エネルギーとしての活用するための仕組みづくり、供給
量の増加（未利用資源活用促進事業）
・間伐実施面積の減少対策（境界明確化、小規模林業事業体の育成な
ど）
・県の財政難による補助対象面積、補助対象延長の減への対応

算出根拠等 【緑の保全事業】　間伐面積実績/補助金支出金額

21,203 23,234

2,594 2,594 2,594

H24計画



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

・積算内容を精査
・実績を踏まえ減額
・ナラ林再生に対する支援は有効性など詳細な検討が必要なため見送り

財務部査定
の考え方

・カシノナガキクイムシ駆除の委託料
・被害状況調査の委託料
・ナラ林再生に対する助成

・ナラ枯れの被害を受ける前に伐って使うことのメリット・デメリットを、速や
かかつ効果的に、森林所有者等に普及啓発すること。

事業実施
の課題

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

事業名
53220

森林被害対策事業費 担当課 農政部　林務課
内線 評価項目 評価基準 評価 評価内容の説明など 事業費

（人件費除く）
Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ｂ
・拡大するナラ枯れを防ぐことは、山地災害を防
ぎふるさとの景観を保全することにつながるた
め、高山市にとって最重要課題の一つである。

歳出　（千円） 6,500 10,000 3,500

財

源

内

訳

国庫支出金

財務部
査定額

市長
査定額

6,500 5,000

枝番 2236

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

4 にぎわいのあるまちをめざして

林業の振興と森林の持つ他面的な機能を維持する

②

Ａ　（2） 結びつく

4,000 4,000

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策 Ｂ　（1） 一部結びつく

款 5 農林水産業費 分野 3 林業 Ｃ　（0） 結びつかない

項 3 林業費 基本施策 1
事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） 非常に多い、急増している

Ａ ・環境保全に対する関心の高さから、多くの市
民ニースがある。

県支出金

ある程度のニーズがある 起債

△ 1,500 3,224 3,224

目 2 林業振興費 施策 4 森林の保全 Ｂ　（1）

実施計画事業 森林病害虫対策事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

市長の約束 8

豊かな自然環境を守り、環境モデル都市をつくります。
◎環境保全に取り組みます。
　・地球温暖化の対策、生物多様性の保全活動など、環境保全は今を生きているすべての
人々が取り組まなければならない重要な問題であるため、バイオマスの利活用や間伐材・林
地残材製品の開発など、環境保全につながる取り組みを支援します。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

Ｂ ・市民は森林の恩恵を受けており、ナラ枯れを
防ぐことで市民に効果が及ぶ。

一般財源 0 5,000 5,000

あまり順調でない

776 776

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ

・予防と駆除により、被害拡大を効果的に防い
でいる。

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ａ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上） Ａ ・被害の初期段階であり全木処理を実施してい
るため、一定の被害拡大防止効果はある。

目

的

誰を（対象） 市民、森林所有者 受益者数

Ａ

93,312 人

見直しが必要である

Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）
・カシノナガキクイムシによるナラ枯れ被害を減少させる。

⑤
成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ｃ　（0）

Ｂ　（1） 概ね有効である

ナラ林再生促進事業の新設による増

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・予防事業・・・新たなナラ枯れの拡大を防ぐため、薬剤塗布等の予防措置を実施する。
・駆除事業・・・カシノナガキクイムシの被害木を薬剤処理し、殺虫する。 ⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

課題はない・解消されている

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・特になし

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている

Ａ
・効果的な予防、駆除手法が全国で試行されて
おり、情報収集をして効率的な被害防止を目指
す。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

要求額
増減理由

・広大な森林のため、被害実態の把握が困難で
あり、職員のみならず広く市民、事業者にも情
報提供を呼びかけるよう検討する。

・市域の92％以上を占める森林の保全は、市民
にとっても重要な課題であり、コストは適正であ
る。

概ね適正である

適正である

Ａ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

① 予防処理本数 本
目標値 100

実績値 100 90 - 成

果

対

コ

ス

ト
H21 H22 H23見込

適正である

Ｂ

・市域の92％以上を占める森林の保全は、市民
にとっても重要な課題であり、コストは適正であ
る。
効果的な被害防止のため、常に情報収集を図
る。

90 100 Ｃ　（0） 改善が必要である

- Ｂ　（2） 概ね適正である

207

算出根拠等 達成率(%) 100 100

指標名 単位 目標・実績

② 駆除処理本数 本
目標値 207 100点換算 8020.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 207 207 -

207 合計 16.0

算出根拠等 達成率(%) 100 100

H22

②

算出根拠等 市民アンケート

H23見込

① ％
目標値

- ４　今後の方向性（Action１）

縮小 廃止の検討

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 ○ 維持・改善 拡大H24計画

実績値 -

-達成率(%)

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

次年度の
実施方針

（担当課評価）

Ｈ24
実施計画額

・継続的に予防及び駆除事業を実施する。

完了

維持・改善-算出根拠等 達成率(%)

-
％

目標値

総合評価
（二次評価）

○

実績値

3,479 0

拡大 縮小 廃止の検討 完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

・今年度に限り国の補助制度が拡充され、実質的に市の負担が無く対策事業を実施できており、来年度以降も
市の負担軽減が図られるよう国等に働きかけを行っていく必要がある。
・市外からの被害拡大の防止を図るため、県や近隣市村と連携した対策についても検討する必要がある。

歳出　（千円） （Ａ）

893 6,500 5,000

6,500 10,0004,372

受益者１件当たり（円）

H24計画

（Ａ/Ｂ）

その他特定財源（国・県支出金・起債等）

コ

ス

ト

指

標

一般財源

①

算出根拠等

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等）

H23見込指標名

5,000

議会からの
提言等

47

高山市の人口（4/1現在） （Ｂ）

H21 H22

93,200

70 107

②

94,235 93,822 93,312受益者



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

・要求どおり

財務部査定
の考え方

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

評価項目 評価基準 評価 評価内容の説明など

700 200

事業名
53221

林業改良普及事業 担当課 農政部　林務課
内線

Ａ　（2） 結びつく

事業費
（人件費除く）

Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ａ
・林業後継者の育成・確保は市長公約に位置づ
けられ、林業の産業としての確立のためにも政
策的重要性は高い。

歳出　（千円） 500
4 にぎわい」のあるまちをめざして

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2235

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ｃ　（0） 結びつかない

700 700

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策 Ｂ　（1） 一部結びつく

款 5 農林水産費 分野 3 林業

項 3 林業改良普及事業 基本施策 1 林業の振興と森林のもつ他面的な機能を維持する

②

財

源

内

訳

国庫支出金

・森林の適正な管理のため、それを担う後継者
育成に対する市民ニーズは高い。

県支出金

ある程度のニーズがある 起債

250 350

あらたな担い手の確保 Ｂ　（1）

事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） 非常に多い、急増している

Ａ

100 350 350

目 19 負担金、補助及び交付金 施策 2

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

実施計画事業 林業改良普及事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

350 100

市長の約束 3

産業の柱としての農業・林業・畜産業を確立します。
　◎林業から新たな森林産業への転換を進めます
　　・特用林産物の振興、森林技術者の確保・育成など、総合的な林業振興に積極的に取り組
みます。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

350 350

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ Ｂ ・林業技術者の育成により、森林整備の適正な管理が
行われ、安全な生活環境を市民が享受できる。

一般財源 250

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ｂ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

Ｂ
・調査、研究活動等の成果は、グループ員の森
林施業や特用林産物の生産技術等の向上に直
接活かされている。

・間伐施業研修、特用林産物の生育等の実践
により、短期間に技術習得、向上が図られてい
る。

目

的

誰を（対象） 林業グループ員 受益者数

Ｂ

157 人
Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）

・林業グループの自主的な調査・研究活動等を促進し、新たな林業技術の取得や後継者
の育成を図る。 ⑤

成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ｃ　（0）

Ｂ　（1） 概ね有効である

・市内の林業グループが実施する研修等活動に対しての助成

対象団体の増

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・林業グループの自主的な調査・研究活動等に要する経費に対して助成する。 ⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

課題はない・解消されている

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・特になし。

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている

Ｂ ・効率的な活動を指導し、事業費の縮減に努め
ている。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

要求額
増減理由

・各グループの活動成果の共有化を図った。

・一次産業への就労が減少している中、地域に
根付いたグループ活動が継続されており、受益
者１人当たりのコストは適正である。

概ね適正である

適正である

Ａ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

① 活動実施回数 回
目標値 10 10

実績値 10 8 9 成

果

対

コ

ス

ト
H21 H22 H23見込

適正である

Ｂ
・自主的なグループ活動が継続されており、投
入コストに見合った成果が上がっている。

10 10 Ｃ　（0） 改善が必要である

Ｂ　（2） 概ね適正である算出根拠等 達成率(%) 100 80 90

指標名 単位 目標・実績

② 回
目標値 100点換算 6520.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 -

合計 13.0

H23見込 H24計画

算出根拠等 達成率(%)

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

廃止の検討 完了

① 林業研究グループ会員数 人
目標値 150

次年度の
実施方針

（担当課評価）

○

150

・各グループごとの成果を共有する場を設けることで、相互の情報交換、技術研鑽等を促進する。

実績値 147 149 157

縮小

達成率(%) 98 99 105

150 150

事業実施
の課題

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

算出根拠等

②
実績値 -

算出根拠等 達成率(%) -

目標値

総合評価
（二次評価）

○ 維持・改善

250

拡大 縮小 廃止の検討 完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

Ｈ24
実施計画額

（担当課評価に同じ）

歳出　（千円） （Ａ） 900 500 500 700

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等）

その他特定財源（国・県支出金・起債等） 450

一般財源 450

議会からの
提言等

3,356

250 250 350

250

H24計画

①
受益者1件当たり　（円） （Ａ/Ｂ） 6,122

350

149 157

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込

150

②

・林業グループメンバーが高齢化しているため、新規参入を促進する必要
がある。

算出根拠等

3,185 4,667

受益者 林業グループ会員数 （Ｂ） 147



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・積算内容を精査し前年並み事業費とする

財務部査定
の考え方

・宮・高山線（緑資源幹線林道）の建設費の負担金

建設事業費の増

・工事予定地の一部（一之宮側）について、用地取得が完了していないこ
とから、地権者との調整が必要である。

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

評価項目 評価基準 評価
事業名

53242
林道開設事業費 担当課 農政部　林務課

内線 評価内容の説明など 事業費
（人件費除く）

Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ａ
・林道開設事業は、総合計画及び市長公約に
位置付けられており、当路線は事業進捗中の
峰越林道であり、早期完成が望まれる。

歳出　（千円） 4,500 5,000 500

財

源

内

訳

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2236

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ａ　（2） 結びつく

4,500 4,500

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策

款 5 農林水産業費 分野 3 林業

・森林所有者の団体である受益者組合から、毎
年早期完成の要望がある。

県支出金

起債

4 にぎわいのあるまちをめざして Ｂ　（1） 一部結びつく

項 3 林業費 基本施策 1

Ｃ　（0） 結びつかない 国庫支出金

非常に多い、急増している

Ｂある程度のニーズがある林業関連施設の整備 Ｂ　（1）

林業の振興と森林のもつ多面的な機能を維持する

②
事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2）

目 2 林業振興費 施策 3

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

実施計画事業 大規模林道整備事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

5,000 500

市長の約束 3

産業の柱としての農業・林業・畜産業を確立します
◎林業から新たな森林産業への転換を進めます
　・特用林産物の振興、森林技術者の確保・育成など、総合的な林業振興策に積極的に
　 取り組みます。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

4,500 4,500

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ Ｂ
・事業の性質上は森林所有者に限定されるが、
高山市越後町と一之宮町を結ぶ連絡路線であ
り、多方面での利用が期待される。

一般財源 4,500

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ａ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

Ｂ ・事業費（国費・県費）の減少により、計画数量
を下回っている。

・負担金はすべて工事に要する経費であり、直
接林道開設に繫がるものである。

目

的

誰を（対象） 森林所有者（宮・高山区間） 受益者数

Ａ

254 人

Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）
・林道（宮・高山線）の早期に完成させる。

⑤
成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ｃ　（0）

Ｂ　（1） 概ね有効である

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・開設工事を県の代行事業（実施主体は岐阜県）に実施し、そのための負担金を支払う。 ⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

課題はない・解消されている

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・特になし

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている

Ｃ ・県の代行事業により実施している。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

要求額
増減理由

・県の代行事業により実施している。

林道設計指針に基づき適正に管理されている。概ね適正である

適正である

Ａ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

①
林道開設事業
（H23年度より開設事業開始）

ｍ
目標値

実績値 129 - 成

果

対

コ

ス

ト
H21 H22 H23見込

適正である

Ａ ・県の代行事業により実施している。

200 200 Ｃ　（0） 改善が必要である

- Ｂ　（2） 概ね適正である算出根拠等 実施延長 達成率(%) 65

指標名 単位 目標・実績

②
目標値 100点換算 7520.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 -

合計 15.0

H23見込 H24計画

算出根拠等 達成率(%)

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

廃止の検討 完了

① 開設延長 ｍ
目標値 11,150

次年度の
実施方針

（担当課評価）

○

11,150

・引き続き、県の代行事業として実施する。

実績値 9,160 9,160 9,289 -

-

縮小

達成率(%) 82 82 83

11,150 11,150

事業実施
の課題

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

算出根拠等 開設済延長/計画全延長

②
実績値 -

算出根拠等 達成率(%) -

目標値

総合評価
（二次評価）

○ 維持・改善

4,500

拡大 縮小 廃止の検討 完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

Ｈ24
実施計画額

（担当課評価に同じ）

歳出　（千円） （Ａ） 889 4,500 5,000

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等） 0 0 0

その他特定財源（国・県支出金・起債等）

一般財源 5,000

議会からの
提言等

3,500

0 0 0

889

34,884 25,000

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込 H24計画

①
受益者１人あたり（円） （Ａ/Ｂ） 17,717 19,685

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

算出根拠等 事業費/実施延長

受益者 森林所有者（計画時） （Ｂ） 254

② 林道開設事業　１ｍ当たり(円）

254 254



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

評価項目 評価基準 評価53255
林道改良事業費 担当課 農政部　林務課

内線

・積算内容を精査し前年並み事業費とする
・小萱～蔵柱線舗装工事は県補助の採択が見込めないため見送り

財務部査定
の考え方

・公共林道事業
　駄吉線　舗装工事
・県単林道事業
　小萱～蔵柱線　舗装工事

事業量の増

・当該路線は、生活道路としても利用する連絡路線であるため、早期完成
を目指し事業の進捗を図る必要がある。

評価内容の説明など 事業費
（人件費除く）

Ａ　（2） 結びつく

Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ａ
・林道改良事業は、総合計画及び市長公約に
位置付けられており、当路線は事業進捗中の
峰越林道であり、早期完成が望まれる。

歳出　（千円） 20,160

財務部
査定額

12,163 20,160

財

源

内

訳

国庫支出金

市長
査定額

32,323 20,160

枝番 2236

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

4 にぎわいのあるまちをめざして

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策

事業名

Ｂ　（1） 一部結びつく

款 5 農林水産業費 分野 3 林業 Ｃ　（0） 結びつかない

14,000 19,326 5,326 13,333項 3 林業費 基本施策 1 林業の振興と森林のもつ多面的な機能を維持する

②
事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） 非常に多い、急増している

Ａ ・森林所有者等より、強い要望がある。

県支出金

ある程度のニーズがある 起債

13,333

目 2 林業振興費 施策 3 林業関連施設の整備 Ｂ　（1）

実施計画事業 林道改良事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

市長の約束 3

産業の柱としての農業・林業・畜産業を確立します
◎林業から新たな森林産業への転換を進めます
　・特用林産物の振興、森林技術者の確保・育成など、総合的な林業振興策に積極的に
　　取り組みます。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

Ｂ
・事業の性質上は森林所有者に限定されるが、
丹生川町駄吉と朝日町青屋を結ぶ連絡路線で
あり、多方面での利用が期待される。

一般財源 6,160 12,997 6,837 6,827 6,827

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ｂ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

Ａ ・計画どおり整備されている。

目

的

誰を（対象） 森林所有者（駄吉線受益地域） 受益者数

Ａ

145 人

Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）

・森林基幹道（駄吉線）の舗装工事を実施する。

⑤
成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

・事業費ははすべて工事に要する経費であり、
直接林道開設に繫がるものである。Ｂ　（1） 概ね有効である

Ｃ　（0）

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・林道公共事業（国・県補助）を活用し、市が工事を施工する。 ⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

課題はない・解消されている

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・特になし

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている

Ａ ・公共工事等コスト縮減対策に関する行動計画
に基づき適正に管理している。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

要求額
増減理由

・箇所の選定や、工法など効果的、効率的な実
施を目指している。

・林道設計指針に基づき適正に管理している。概ね適正である

適正である

Ｂ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

① 林道改良事業（舗装） ｍ
目標値 391 320

実績値 511 435 休止 - 成

果

対

コ

ス

ト
H21 H22 H23見込

適正である

Ｂ ・林道改良事業は、地方公共団体が行う事業で
ある。

0 600 Ｃ　（0） 改善が必要である

- Ｂ　（2） 概ね適正である

145

算出根拠等 実施延長 達成率(%) 131 136

指標名 単位 目標・実績

②
林道改良事業（法面）
（H23年度で事業完了予定）

ｍ
目標値 105 130 100点換算 7520.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 250 91 185 -

合計 15.0

H23見込 H24計画

算出根拠等 実施延長 達成率(%) 238 70 128

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

廃止の検討 完了

① 林道舗装延長 ｍ
目標値 17,501

次年度の
実施方針

（担当課評価）

○

18,421

・引き続き、事業の進捗を図る。

実績値 17,621 18,056 18,056 -

-

縮小

達成率(%) 101 101 101

17,821 17,821

事業実施
の課題

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

算出根拠等 舗装済延長/計画全延長

②
実績値 -

算出根拠等 達成率(%) -

目標値

総合評価
（二次評価）

○ 維持・改善

7,160

拡大 縮小 廃止の検討 完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

Ｈ24
実施計画額

（担当課評価に同じ）

歳出　（千円） （Ａ） 24,138 19,017 20,160 32,323

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等） 0 0 0 0

その他特定財源（国・県支出金・起債等） 14,963

一般財源 9,175 12,997

議会からの
提言等

131,152

12,714 13,000 19,326

6,303

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込 H24計画

①
受益者１人当たり（円） （Ａ/Ｂ） 166,469 139,034 222,917

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

算出根拠等 事業費/実施延長

受益者 森林所有者 （Ｂ） 145 145

② 林道改良事業（舗装）　１ｍ当たり(円） 47,209 43,717

145 145



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・積算内容を精査し前年並み事業費とする
・望岳の森維持修繕工事は、県補助が未確定のため補正予算での対応
を検討

財務部査定
の考え方

清見（小鳥の郷、大倉、西ウレ）、荘川（であいの森）、朝日（あさひの
森）、高根（望岳の森）、国府（洗心の森）の、5地域7箇所の生活環境保
全林を適切に維持管理する経費

維持修繕工事の増

・施設の効果的なPRと関係者と連携し、エコツーリズムやグリーンツーリ
ズム、生涯学習や環境学習の場としての活用を進める必要がある。

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

評価項目 評価基準 評価
事業名

53256
生活環境保全林管理事業費 担当課 農政部　林務課

内線 評価内容の説明など 事業費
（人件費除く）

Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ａ
・生活環境としての山林を、市民の財産として将
来に継承することは、市の森林・環境政策上重
要である。

歳出　（千円） 6,457 18,173 11,716

財

源

内

訳

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2236

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ａ　（2） 結びつく

4,107 4,107

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策

款 5 農林水産業費 分野 3 林業

・保健休養の場、森林環境教育の場としての市
民ニーズは多い。

県支出金

起債

4 にぎわいのあるまちをめざして Ｂ　（1） 一部結びつく

項 3 林業費 基本施策 1

Ｃ　（0） 結びつかない 国庫支出金

非常に多い、急増している

Ａある程度のニーズがある

10,586

森林の保全 Ｂ　（1）

林業の振興と森林の持つ他面的な機能を維持する

②
事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） 10,586 200 200

目 2 林業振興費 施策 4

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

実施計画事業 林業施設維持修繕・改修事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

7,587 1,130

市長の約束 8

豊かな自然環境を守り、環境モデル都市をつくります。
◎環境保全に取り組みます。
　・地球温暖化の対策、生物多様性の保全活動など、環境保全は今を生きているすべての
人々が取り組まなければならない重要な問題であるため、バイオマスの利活用や間伐材・林
地残材製品の開発など、環境保全につながる取り組みを支援します。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

3,907 3,907

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ Ａ ・自然を求める市民が利用する施設であり、広く
効果が及ぶ。

一般財源 6,457

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ｂ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

Ｂ ・毎年一定の利用はあるが、環境教育の面など
の活用がまだ低位である。

・継続的に多くの市民利用者があり、有効性が
認められる。

目

的

誰を（対象） 市民 受益者数

Ａ

93,312 人
Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）

・生活環境保全林を適切に維持管理する。
・利用者数を増加させるとともに、市民による多様な活用を促進する。 ⑤

成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ｃ　（0）

Ｂ　（1） 概ね有効である

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・施設の適正な維持管理を図る。
・広報等による利用促進にかかる普及啓発を実施する。 ⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

課題はない・解消されている

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・特になし

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている

Ａ ・維持管理経費について、必要最小限となるよう
努力している。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

要求額
増減理由

・利用者増のための普及啓発が必要である。

・広く市民が利用できる施設として、コストは適
正である。

概ね適正である

適正である

Ａ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

① 広報等による普及啓発 回
目標値 1 1

実績値 2 1 1 - 成

果

対

コ

ス

ト
H21 H22 H23見込

適正である

Ｂ
・広く市民が利用できる施設として、コストは適
正である。引き続き利用者増の努力が必要であ
る。

1 2 Ｃ　（0） 改善が必要である

- Ｂ　（2） 概ね適正である算出根拠等 広報たかやま掲載回数 達成率(%) 200 100 100

指標名 単位 目標・実績

②
目標値 100点換算 8020.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 -

合計 16.0

H23見込 H24計画

算出根拠等 達成率(%)

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

廃止の検討 完了

① 利用者数 人
目標値 150,000

次年度の
実施方針

（担当課評価）

○

165,000

・引き続き、適正な維持管理を実施する。
・利用者増に向けた普及啓発を強化する。

実績値 136,344 152,934 155,000 -

-

縮小

達成率(%) 91 99 97

155,000 160,000

事業実施
の課題

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

算出根拠等 　

②
実績値 -

算出根拠等 達成率(%) -

目標値

総合評価
（二次評価）

○ 維持・改善

15,962

拡大 縮小 廃止の検討 完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

Ｈ24
実施計画額

・環境教育の場としての活用促進を図るなど、有効活用策を検討する必要がある。

歳出　（千円） （Ａ） 8,580 13,794 15,962 18,173

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等）

その他特定財源（国・県支出金・起債等）

一般財源 8,580 7,587

議会からの
提言等

147

10,586

13,794

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込 H24計画

①
受益者１件当たり（円） （Ａ/Ｂ） 91 171 195

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

算出根拠等

受益者 高山市の人口（4/1現在） （Ｂ） 94,235 93,200

②

93,822 93,312



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・積算内容を精査

財務部査定
の考え方

・林業振興事業を推進するための事務経費
・高山市美しい森林づくり実行委員会負担金

・推進事務の効率化とコストの縮減を図る必要がある

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

評価項目 評価基準 評価
事業名

53280
林業振興関係事務費 担当課 農政部　林務課

内線 評価内容の説明など 事業費
（人件費除く）

Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ｂ
・地場産業の柱として林業の確立を目指し、森
林・林業の振興を推進するうえで、事務費は必
要不可欠である。

歳出　（千円） 810 940 130

財

源

内

訳

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2236

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ａ　（2） 結びつく

740 740

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策

款 5 農林水産業費 分野

・森林を適正に管理することは、市民の日常生
活に密接に関連する森林の公益的機能を最大
限に発揮させることに繋がるため、市民からの
ニーズは多い。

県支出金

起債

Ｂ　（1） 一部結びつく

項 3 林業費 基本施策

Ｃ　（0） 結びつかない 国庫支出金

非常に多い、急増している

Ｂある程度のニーズがあるＢ　（1）②
事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2）

目 2 林業振興費 施策

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

実施計画事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

940 130

市長の約束 3

産業の柱としての農業・林業・畜産業を確立します。
◎林業から新たな森林産業への転換を進めます。
　・特用林産の振興、森林技術者の確保・育成など総合的な林業振興策に積極的に取り組み
　 ます。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

740 740

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ Ａ

・市が推進する森林整備や地域材の利用拡大
等は、山地災害防止や環境対策など市民の日
常生活に密接に関連するため、事業効果は市
民全体に及ぶ。

一般財源 810

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ｂ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

Ｂ

・森林整備推進のための啓発活動は、計画どお
り実施されているが、間伐の実施については、
22年度は利用間伐に移行する施業地が多かっ
たため、計画に対し達成率が低下している。

・間伐等の森林整備を推進していくことが重要
であることから、今後も継続的に啓発活動を実
施する必要がある。

目

的

誰を（対象） 市民、市内森林所有者及び林業関係団体 受益者数

Ｂ

93,312 人
Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）
・林業振興に要する事務経費および各種団体負担金を交付する。

⑤
成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ｃ　（0）

Ｂ　（1） 概ね有効である

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・林業振興に関する事務経費、及び美しい森林づくり実行委員会へ負担金を交付する。 ⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

課題はない・解消されている

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・特になし

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている

Ｂ ・事務の効率化を進め、最小経費で賄えるよう、
コスト縮減に取り組んでいる。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

要求額
増減理由

・各自治体の財政状況の厳しい中、林業関係団
体への負担金額の見直しが必要。

・全市民が、森林の公益的機能の効果を受けて
いるという観点から、概ね適正である。

概ね適正である

適正である

Ｂ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

① 森林づくり普及啓発行事実施回数 回
目標値 2 2

実績値 2 2 2 - 成

果

対

コ

ス

ト
H21 H22 H23見込

適正である

Ｂ
・普及啓発活動の成果はほぼ１００％を超えて
おり、コストは適正である。
・一層の事務効率化に努める。

2 2 Ｃ　（0） 改善が必要である

- Ｂ　（2） 概ね適正である算出根拠等 行事実施回数 達成率(%) 100 100 100

指標名 単位 目標・実績

②
目標値 100点換算 5520.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 -

合計 11.0

H23見込 H24計画

算出根拠等 達成率(%)

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

廃止の検討 完了

① 参加者数 人
目標値 100

次年度の
実施方針

（担当課評価）

○

200

・推進事務の効率化とコスト縮減、負担金の縮減を図る。

実績値 100 275 200 -

-

縮小

達成率(%) 100 138 100

200 200

事業実施
の課題

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

算出根拠等 参加者数カウント

② 民有林内の間伐実施面積
2,000

実績値 1,550 1,471 1,750 -

算出根拠等 第七次総合計画間伐実施面積 達成率(%) 78 74 88 -

ha
目標値

総合評価
（二次評価）

○ 維持・改善

810

2,000 2,000 2,000

拡大 縮小 廃止の検討 完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

Ｈ24
実施計画額

（担当課評価に同じ）

歳出　（千円） （Ａ） 1,167 880 810 940

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等）

その他特定財源（国・県支出金・起債等）

一般財源 1,167 940

議会からの
提言等

9

880

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込 H24計画

①
受益者１件当たり（円） （Ａ/Ｂ） 12 9 10

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

算出根拠等

受益者 高山市の人口（4/1現在） （Ｂ） 94,235 93,200

②

93,822 93,312



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・要求どおり

財務部査定
の考え方

森林整備地域活動に対する助成
　施業集約化の促進
　作業路網の改良活動

事業量の増

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

評価項目 評価基準 評価
事業名

53285
森林整備地域活動支援事業費 担当課 農政部　林務課

内線 評価内容の説明など 事業費
（人件費除く）

Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ａ

・境界の明確化、路網整備等は間伐はもとより、
木材生産には不可欠であり、市長公約の「産業
としての林業の確立」にも不可欠であり、政策的
重要性は高い。

歳出　（千円） 75,120 80,120 5,000

財

源

内

訳

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2235

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ａ　（2） 結びつく

80,120 80,120

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策

款 5 農林水産業費 分野 3 林業

・森林の適正な管理のため、施業の実施に必要
な境界の明確化等に対する市民ニーズは高
い。

県支出金

起債

4 「にぎわい」のあるまちをめざして Ｂ　（1） 一部結びつく

項 3 林業費 基本施策 1

Ｃ　（0） 結びつかない 国庫支出金

非常に多い、急増している

Ａある程度のニーズがある

56,273 60,060

持続可能な生産基盤の整備 Ｂ　（1）

林業の振興と森林の持つ多面的な機能を維持する

②
事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） 3,787 60,060 60,060

目 2 林業振興費 施策 1

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

実施計画事業 森林整備地域活動支援補助金 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

20,060 1,213

市長の約束 3

産業の柱としての農業・林業・畜産業を確立します
◎林業から新たな森林産業への転換を進めます
　・特用林産物の振興、森林技術者の確保・育成など、総合的な林業振興に積極的に取り組
みます。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

20,060 20,060

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ Ｂ
・森林の適正な管理が促進されることにより、森
林の持つ様々な機能が適正に発揮され、安全
で快適な生活環境を市民が享受できる。

一般財源 18,847

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ａ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

Ｂ
・間伐が概ね計画的に実施されるとともに、搬出
間伐の拡大により、地域材の生産量が拡大して
いる。

・間伐等の実施に不可欠な境界明確化、林内
路網の修繕等が実施でき、施業の推進に直結
している。

目

的

誰を（対象） 市と協定を締結している森林所有者、全市民 受益者数

Ａ

93,312 人
Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）

・森林整備の推進のため、森林所有者等による森林施業の実施に不可欠な森林の現況
調査、境界の明確化、作業路等の整備を図る。 ⑤

成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ｃ　（0）

Ｂ　（1） 概ね有効である

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・市長との協定に基づく森林整備のための地域活動（森林の現況調査、境界の明確化作
業、林内作業路網の整備等）を実施したものに、その実行経費か基準上限額のどちらか
低い方の額を交付する。

⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

課題はない・解消されている

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・特になし

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている

Ａ ・定額単価と実行経費を比較し、低い額を交付
することにより、コストの縮減を図っている。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

要求額
増減理由

・間伐等の実施には境界の不明確が最大の課
題となっていたため、重点的に実施した。

・実施森林はすべて間伐等が行われ、安全な生
活環境が創出されており、受益者である市民一
人当たりのコストは適正である。

概ね適正である

適正である

Ａ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

① 協定締結面積 ha
目標値 20,000 20,000

実績値 20,616 20,740 4,523 - 成

果

対

コ

ス

ト
H21 H22 H23見込

適正である

Ｂ
・定額単価と実行経費を比較し、低い額を交付
することにより、コストの縮減を図っている。
・検査時期を集中し、コスト削減に努めている。

20,000 20,000 Ｃ　（0） 改善が必要である

- Ｂ　（2） 概ね適正である

20,000

算出根拠等 達成率(%) 103 104 23

指標名 単位 目標・実績

② 査定公布面積 ha
目標値 20,000 20,000 100点換算 8020.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 16,531 16,078 4,523 -

20,000 合計 16.0

H23見込 H24計画

算出根拠等 達成率(%) 83 80 23

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

廃止の検討 完了

① 民有林内の間伐実施面積 ha
目標値 2,000

次年度の
実施方針

（担当課評価）

○

2,000

・当該制度は今年度で終期を迎えるため、廃止された場合は市単独事業により制度を継続する。

実績値 1,550 1,471 1,750 -

-

縮小

達成率(%) 77 74 88

2,000 2,000

事業実施
の課題

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画

算出根拠等 第七次総合計画間伐実施面積

② 実施協定締結数
55

実績値 54 59 37 -

算出根拠等 達成率(%) 77 84 74 -

％
目標値

総合評価
（二次評価）

○ 維持・改善

18,811

70 70 50

拡大 縮小 廃止の検討 完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

Ｈ24
実施計画額

・国・県の動向を踏まえ、必要に応じ対応を検討する必要がある。
・今後も制度継続について県へ要望していく必要がある。

歳出　（千円） （Ａ） 82,656 85,412 75,086 80,000

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等）

その他特定財源（国・県支出金・起債等） 61,992

一般財源 20,664 20,000

議会からの
提言等

910

66,559 56,275 60,000

18,853

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込 H24計画

①
受益者１件当たり（円） （Ａ/Ｂ） 877 805 858

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

算出根拠等

受益者 高山市の人口（4/1現在） （Ｂ） 94,235 93,200

②

93,822 93,312



     平成２３年度事業評価シート兼事業別予算概要

・財務部査定のとおり

市長査定
の考え方

・要求どおり

財務部査定
の考え方

３　分析・評価（Check） ５　予算編成（Action2）　※予算要求時記入

評価項目 評価基準 評価 評価内容の説明など

11,783 △ 13,251

事業名
53300

分収造林整備事業費 担当課 農政部　林務課
内線

Ａ　（2） 結びつく

事業費
（人件費除く）

Ｈ２３
当初

Ｈ２４
要求額

増減

Ａ
分収造林の適正な管理が、国土の保全や地域
林業の振興に繋がることから、政策的重要性は
高い。

歳出　（千円） 25,034
4 「にぎわい」のあるまちをめざして

財務部
査定額

市長
査定額

枝番 2236

必

要

性

①
事業の実施が市の総合
計画・市長公約等の目
標達成に結びつくか

Ｃ　（0） 結びつかない

11,070 11,070

予
算

会計 1 一般会計

総
合
計
画

政策 Ｂ　（1） 一部結びつく

款 5 農林水産業費 分野 3 林業

項 3 林業費 基本施策 1 林業の振興と森林のもつ多面的な機能を維持する

②

財

源

内

訳

国庫支出金

・森林の適正な管理のため、施業の実施に必要
な境界の明確化等に対する市民ニーズは高
い。

県支出金

ある程度のニーズがある 起債

0

9,880

持続可能な生産基盤の整備 Ｂ　（1）

事業の実施に対する市
民のニーズの傾向はどう
か

Ａ　（2） 非常に多い、急増している

Ｂ

10,000 11,343

△ 9,880

目 3 分収造林費 施策 1

Ａ　（2） 市民全体におよぶ

0

実施計画事業 分収造林受託事業 Ｃ　（0） 少ない、減少している その他

440 △ 4,714

1,343 11,000 11,000

市長の約束 3

産業の柱としての農業・林業・畜産業を確立します。
◎林業から新たな森林産業への転換を進めます。
　・特用林産の振興、森林技術者の確保・育成など総合的な林業振興策に積極的に取り組み
　 ます。

③
事業効果が市民全体に
及ぶか

70 70

Ｂ　（1） 概ね市民全体におよぶ Ｂ
・森林の適正な管理が促進されることにより、森
林の持つ様々な機能が適正に発揮され、安全
で快適な生活環境を市民が享受できる。

一般財源 5,154

Ｃ　（0） わずかな受益者に限定される

Ｂ

Ｂ　（1） 概ね達成している （75％以上）

あまり順調でない

見直しが必要である

Ｂ ・人工林の施業については、概ね計画どおり整
備を実施している。

・施業が必要な森林を計画的に整備しており、
直接森林の適正な管理に繋がっている。

目

的

誰を（対象） 市、土地所有者、市民 受益者数

Ａ

93,312 人
Ｃ　（0）

Ａ　（2） 有効である

１　事業の目的・概要（Plan）

どういう状態
にしたいのか

（意図）

・公的造林資本の導入により、森林資源を計画的に造成し、地域林業の振興、国土の保
全等を図る。 ⑤

成果向上・目的達成のた
めの手法・活動内容の有
効性

成

果

面

④
事業の活動・成果指標
の達成状況はどうか

　　（75％未満）

Ａ　（2） 十分に達成している 　（100％以上）

Ｃ　（0） 対応していない

Ｃ　（0）

Ｂ　（1） 概ね有効である

分収造林契約事業地における森林整備工事費
　・森林総合研究所分収造林

施業量の減

概

要

事業の
実施手法
（手段）

・公的造林資本による分収造林契約森林において、森林施業計画に基づき、間伐や枝打
ち等の施業を計画的に実施する。 ⑥

事業実施における課題
の解消、前年度の評価
結果や指摘事項等への
対応

Ａ　（2）

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

課題はない・解消されている

前回の評価からの
改善・改革
のポイント

・高度な林業知識、技術を要する人材対策として、分収契約を見直し、造林者を高山市か
ら林業事業体に移管することを検討する。

コ

ス

ト

面

⑦
コスト縮減に向けた改
善・工夫

Ａ　（2）

２　事業の推移・結果（Do）

⑧
受益者1件当たりのコス
ト

Ａ　（2）

課題はない・解消されている

Ａ ・補助率の高い制度の活用により、市の直接負
担の軽減に努めている。

予算要求
の概要

Ｂ　（1） 改善・工夫に取り組んでいる

Ｃ　（0） 対応していない

要求額
増減理由

・専門的な知識を有する林業事業体に経営信
託する方式等を検討するため、情報収集を実施
した。

・全市民が、森林の公益的機能の効果を受けて
いるという観点から、概ね適正である。

概ね適正である

適正である

Ａ

成

果

面

活

動

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込 H24計画 Ｂ　（1）

① 分収林間伐等施業実施面積 ha
目標値 85 95

実績値 67 74 139 - 成

果

対

コ

ス

ト
H21 H22 H23見込

適正である

Ｂ

・投入コストに見合った成果が出ている。
・高度な林業知識、技術を要する人材対策とし
て、分収契約を見直し、造林者を高山市から林
業事業体への移管を検討する必要がある。

100 100 Ｃ　（0） 改善が必要である

- Ｂ　（2） 概ね適正である算出根拠等 年間施業面積 達成率(%) 79 78 139

指標名 単位 目標・実績

②
目標値 100点換算 7020.0

H24計画 Ｃ　（0） 改善が必要である

⑨
成果に対するコスト（人
件費も考慮）は適正か

Ａ　（4）

100
実績値 -

合計 14.0

H23見込 H24計画

算出根拠等 達成率(%)

成

果

指

標

指標名 単位 目標・実績 H21 H22

②

算出根拠等 年間施業面積

○ 維持・改善 拡大

- ４　今後の方向性（Action１）

縮小 廃止の検討 完了

① 分収林間伐等施業実施面積 ha
目標値 85 95 100 100

・国、県の補助制度を有効的に活用し、森林施業計画に基づき、間伐・除伐等の施業を継続的に実施する。

・旧森林開発公団との分収契約を見直し、造林者を林業事業体への移管等について検討する。

実績値 67 74 139 -

-達成率(%) 79

指標名 単位 目標・実績 H21 H22 H23見込

-

事業実施
の課題

H24計画

78 139

次年度の
実施方針

（担当課評価）

実績値

算出根拠等 達成率(%) 維持・改善- 拡大

17,994 25,016

％
目標値

総合評価
（二次評価）

○

5,136

Ｈ24
実施計画額

・旧森林開発公団との分収契約の見直しにあたっては、他市の先行事例等を参考しながら慎重に検討する必
要がある。

その他特定財源（国・県支出金・起債等）

縮小

11,783

廃止の検討

歳出　（千円） （Ａ） 18,523

完了

コ

ス

ト

面

事業費
（人件費を除き繰越・補正を含む）

H21
決算額

H22
決算額

H23
予算額

財

源

内

訳

受益者負担（使用料・負担金等）

12,080

一般財源 6,443

①
受益者１件当たり（円） （Ａ/Ｂ） 197

440

11,384 19,880 11,343

6,610

コ

ス

ト

指

標

指標名 H21 H22 H23見込

議会からの
提言等

192

高山市の人口（4/1現在） 93,200

②

受益者 （Ｂ）

森林施業に精通した職員が減少しており、職員による造林地の管理・計
画・工事発注などの業務が困難となっている。

算出根拠等

268 126

94,235 93,822 93,312

H24計画


